
裁判官河村大助の意見は次のとおりである。 

 

 一、衆議院の解散が法律上無効であることを前提とする衆議院議員の歳費の支払を請求

する本訴は、裁判所の審査権に服ないとの多数意見には賛同出来ないので以下その理由を

述べる。 

 

 憲法八一条は裁判所に一切の法律、命令、規則、処分が憲法に適合するか否かを決定す

る権限を与え、裁判所法三条は右規定に立脚して憲法に特別の規定ある場合を除き裁判所

に一切の法律上の争訟を裁判する権限を附与しているのであつて、所謂統治行為なるもの

を司法審査の対象から除外する旨の明文の存しないことは明らかである。 

わたくしは、如何に高度の政治性を有する国家行為と雖も形式上司法審査の対象となり得

る要件を備えるものである限りは、司法権に服さなければならないものとする説に賛成す

るものである。 

我国においても統治行為なる観念を認め純法律的判断の可能な問題であつても、司法審査

の埓外に置くべしとする有力な学説が存在し、多数意見もこれを採用している。そしてそ

の根拠を概ね司法権の内在的制約に求め、裁判所は他の機関の権限に介入しないという三

権分立の原則を強調するものであるが、かかる内在的制約論又は自制説は憲法八一条の如

き明文をもつわが司法権に必ずしも妥当するものでないと考える。 

 

けだし、高度の政治性を有する問題であつても、それが同時に法律上の争訟を含む場合に

おいては、その法律問題が「憲法に適合するかどうかを決定する」ことは三権分立の均衡

勢力を超えた部分につき違憲審査権が附与されているものと解せられるからである。もつ

とも、内閣や国会の有する広汎な政策的ないし裁量的決定の権限はこれを尊重すべきは当

然のことであり、かつその実体がもつぱら政治的性格をもつものについては、裁判所の自

制も妥当であろうが、当該国家行為が直接に国民の基本的人権に対する制限、侵害を内含

するような場合には裁判所はその本来の使命である人権保障の責務を全うすべきであると

考えられる。 

単に高度の政治性を有する国家行為だから裁判所は介入すべきでないということになると、

「自制の名における司法権の後退」になりはしないか。 

勿論裁判所は具体的事件について法を適用することを本来の任務とするのであるから、統

治行為ないし政治問題についてもそれが市民法秩序につながりをもち、直接国民の権利義

務に影響する場合において、司法審査の問題を生ずるにとどまるものであることも多言を

要しないところであろう。 

 

第一審判決が「当該行為が法律的な判断の可能なものであり、それによつて、個人的権利

義務についての具体的紛争が解決されるものである限り裁判所は一切の行為についてそれ

が法規に適合するや否やの判断を為す権限を有し又義務を負うものである。これが我が法

制の建前」であると判断したのは正当である。従つて本件衆議院の解散の効力如何が原告

の議員として有する権利の存否に直接影響すること明らかな本件においては、その前提を

為す解散の方式、手続が憲法の定めるところに適合して行われたりや否やは一切の政策的

評価を排除して法律的判断を為すことが可能であるから、司法審査の対象となるものと解

するを相当とする。 

 



 よつて進んで本件解散が上告論旨の如く無効であるかどうかを判断する。 

 二、論旨は衆議院解散は憲法六九条の場合にのみ行われ得るものであつて、本件のよう

に憲法七条のみによつて為された解散は違憲無効であると主張する。 

 

 しかし憲法六九条は本来国会の不信任に基く内閣の総辞職について規定したものであつ

て、ただ同条には「衆議院が解散されない限り」ということがつけ加えられているので、

解散が行われることを予定しているとはいえるが、同条に関係のない解散の可能性を一般

的に否定する趣旨を含むものでないことは明らかである。 

そして憲法は如何なる場合に解散をなし得るかにつき特にその要件を定めていないのであ

るから、その決定は、解散権を有する機関の政策的ないし裁量的判断に委ねられているも

のと解すべきである。 

通常行政部と立法部との意見が対立して調整の余地のない場合、衆議院が民意を反映して

いるかどうか疑わしい場合、その他憲法改正、条約締結等国家の重大事につき、総選挙を

通じ民意を確めようとするために行われることが予想される。 

 

 憲法七条三号は衆議院の解散を天皇の権限としているが、天皇は国政に関する権限を有

しないため（四条）天皇の国事行為としての解散は、他の機関の解散決定に基き、これを

外部に表示する権能すなわち形式的宣示行為に過ぎないものであつて、この天皇の形式的

行為に対し内閣は助言と承認を与えることになるのであるから、その解散の実質的決定は

右助言と承認に先行するものと解すべきであろう。 

しかして、その実質的解散権について特別の定めのないわが憲法においては、内閣に実質

的決定権があればこそ天皇の形式的宣示行為に助言と承認をなすべき責務をも負わせたも

のと解することができる。 

すなわち右助言と承認の規定は内閣に実質的解散権が存在することを予定されているもの

と解するを相当とする。 

また前記六九条においても内閣は解散するか総辞職するかの何れか一を撰ぶべきことを余

儀なくされているのであるから、同条も内閣が実質的解散権を有することを予定している

ものと解することができる。 

 のみならずわが憲法は所謂自律的解散は認めない趣旨と解せられるから、少ともその解

散権が立法部及び司法部に属しないことは明らかである。この点からみても憲法は解散の

決定を内閣に担当せしめたものと解するほかはない。 

或は内閣の成立及び存続が国会の信任に依存する議院内閣制のもとにおいては、内閣に一

般的解散権を認めることは国会の最高機関たる地位を低めるもので背理の甚だしいもので

あるとの論がある。 

しかし、立法部と行政部の権力相互の均衡抑制が保たれることは三権分立の原則の要請で

あつて、立法部の専断又は行き過ぎ等に対して、行政部がこれを抑制するため、総選挙を

通じ国民の判定に訴えるというねらいが、必らずしも国家優位を傷けるものではない。現

に六九条の場合において、衆議院の不信任決議に対抗する手段として内閣に解散権を認め

ているのも内閣に独立の権能が附与されていることを示すものにほかならない。 

しかも、解散は、議員の任期を短縮せしめるほかに総選挙後内閣を総辞職せしめる効果を

もつものであつて、一方においては解散、他方においては総辞職ということにより、結果

においては両者間の勢力均衡は保持できるのである。 

従つて行政部優位又は立法部軽視というような非難は当らないものといわなければならな



い。 

 以上要するに憲法七条の方式に従い行われた本件解散は所論の如き違法の廉はない。 

 

  三、つぎに上告論旨は、本件解散につき憲法七条による内閣の助言と承認が適法に行わ

れたとの原審判断を非難するので、この点について検討する。 

 

 憲法七条に所謂「助言と承認」とは、語義からいうと助言及び承認の二つの言葉にわけ

て解釈すべきもののように見えるが、同条が天皇の国事行為につき内閣の助言と承認を必

要としたのは、天皇は単独で国事行為を為さず、内閣の意見すなわち内閣の決定した意思

に基いて行うことを意味するに過ぎないものであるから、特に助言と承認を区別する必要

はなく、法律上一個の観念とみるを相当とする。 

本件において原審の引用する乙第一号証によれば閣僚全員承認の下に衆議院解散の詔書案

及び衆議院議長宛伝達案等が決定され、昭和二七年八月二八日施行されたことを窺うに足

りるから、同号証のみを以てしても、天皇の解散宣示行為が内閣の意思に基くことを証し

得て、憲法の要求は十分に満されたものと解するを相当とする。 

従つて上告論旨は採用できない。 

 以上の理由により本件上告を棄却する多数意見に同調するが、その理由を異にするもの

である。 


